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要約
本研究は居住地域による親族の地理的分布のちがいを検討することを目的とする。これ
までの研究から、一般的に親族は出身地に多く居住していることが知られている。つまり、
居住移動の経歴と、そのひとがもっ親族の地理的な分布との関係は強く結びついている。
居住地域によって親族の分布に違いがあるということは、当該居住地域の住民が経験した、
居住移動の経歴に違いがあるということになる。
特定の社会関係を選択するのはふたつの機会/制約の結果である。ひとつは社会経済的
地位や家族的地位といった構造的な機会/制約であり、これは社会関係の選択とともに居
住移動を規定するものである。ふたつめは、関係の選択が場所により規定されるという生
態学的な機会/制約である。本研究では、社会経済的な地位による、構造的な機会/制約
で居住地域の親族の地理的分布が説明できると考える。そして構造的な機会/制約では説
明できない場合には、それは生態学的な機会/制約であると解釈する。
仮説
1.地元出身者は近くに親族が多い
2.経済的な制約が多いものは近くに親族が多い
結果
仮説1について、地元出身者が近くに親族が多いのは、男性にあてはまり、仮説2の経
済的に制約が多いものが近くに親族を多くもつことも確認できたがむしろ、経済的な制約
が少ないもののほうが近くに親族をもつことが、女性にのみ確認された。経済的な制約が
少ないものと多いものの両極に、大都市の居住地域でも近隣に親族が多いということがあ
きらかとなった。経済的な制約が少ないものは近くに別居の親族が暮らしていることが多
く、親族との交流は都市においても消えず、また、経済的な制約が多いものもやはり近く
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に別居の親族が暮らしていることが多く、おなじく親族との交流は都市においても消えな
いのである。最後に、構造的な機会/制約での説明で居住地域の効果であると思われてい
たものが消えた。居住地域の効果である生態学的な機会/制約は、本研究ではみられなかった。
1.目的
本研究は居住地域による親族の地理的分布のち
がいを検討することを目的とする。これまでの研
究から、一般的に親族は出身地に多く居住してい
ることが知られている。つまり、居住移動の経歴
と、そのひとがもっ親族の地理的な分布との関係
は強く結び、ついている。居住地域によって親族の
分布に違いがあるということは、当該居住地域の
住民が経験した、居住移動の経歴に違いがあると
いうことになる。生まれてからずっとおなじとこ
ろに住んでいるものは、近くに親族がいることが
多く、出身地から遠く離れたところヘヲ!っ越して
住んでいるものは、近くに親族がいることが少な
い。このような地元出身者と遠距離移動者の割合
が、それぞれの居住地域によって異なっていると
考えられる。地元出身者が多い居住地区には、親
族が近いところに多く住み、遠距離移動者が多い
居住地区には、親族が近くに住んでいることはあ
まりないだろう。
居住移動の流動性が高い都市においても、居住
地域によって親族が近くに住んでいるところと、
遠くに住んでいるところという差があらわれるの
だろうか。親族関係をめぐる社会的ネットワーク
分析の観点からの都市社会学の研究では、アーパ
ニズムは、親族関係を代替する諸機関ならびに友
人関係を準備することによって、親族ネットワー
クを減少させるという見解がでている (Fischer，
1982 (注(1));大谷， 1995)。松本 (1992;1998) 
は、ふたつの名古屋謂査から、地元出身者(出身
地の範囲によって「地元Jの範囲を設定し、名古
屋市出身者と東海3県出身者それぞれを確認して
いる)にのみ、大都市居住は親族関係を減少させ
るという、より限定的な見解を述べている。そし
て反対の見解として、松本 (1994;1995)は東京
の調査から、首都圏出身者にかんして、都市度は
親族関係を減少させないとしている。
名古屋の調査から得られた知見は、地元出身と
いう長い時間で、つちかった人間関係の蓄積のうえ
にはじめて、都市度はネットワークの選択性が増
大し、親族関係を減少させる結果となっている。
東京の調査からの知見は、さまざまな機関や制度
が整った都市に居住していても、親族関係は生活
上の問題への重要なサポートとして存在し続けて
いるようである。とくに近隣に親族がいることは
大きな助けとなるだろう。社会関係の選択性が低
いひとは、都市においても親族関係を保ち、互助
関係をむすんでいることも考えうる。この点にか
んする示唆としては、近隣関係について松本
(1995)が指摘している。経済的な制約が少ない
場合は比較的自由に居住地を選択することができ
るだろうし、逆に制約が多い場合は「既成の社会
的諸関係を再生産する機会を奪うため」居住地移
動を思いとどまるひともいる(松本， 2002)。
以上のように、居住地域による親族の分布の違
いは、居住移動の経歴と深く関連している。さら
に考えなければならないのは、居住移動の規定要
因として、ひとびとがさまざまな人間関係のなか
で、その特定の社会関係を選択するのは、ふたつ
の機会/制約(松本， 2002)の結果であるという
ことである。ひとつめは、居住移動を規定する、
社会経済的地位や家族的地位といった構造的な機
会/制約であり、ふたつめは、関係の選択が場所
により規定されるという生態学的な機会/制約で
ある。本研究では、まず、居住地域における親族
の分布を調べ、そのうえで、社会経済的な地位に
よる、構造的な機会/制約を考察するという順に
検証していくことにする。そして構造的な機会/
制約では説明できない部分を生態学的な機会/制
約であると解釈する。
次に、上にあげた目的と方針にしたがって仮説
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を提示すると、
1.地元出身者は近くに親族が多い
本調査でも地元出身者は、遠距離から移動して
きたものよりも近くに親・きょうだい・子どもが
住んで、いることが多いのだろうか。
2.経済的な制約が多いものは近くに親族が多い
経済的な制約は居住移動を制約するだろう。そ
して居住移動を制限されているものは近くに親族
が多いだろう。そして、居住移動を制約するもの
は経済的な制約であるとすると、地元出身者と遠
距離移動者ともにおなじ条件ならば、経済的な制
約が多いほうが、近くに親族が多くいることにな
るのか。さらにこれら経済的な条件が、居住地域
による親族の分布を説明することができるのか。
本研究ではこれらの仮説を検証していくことにす
る。
2.方法
1)データ
日本において、都市の社会的ネットワークをあ
つかった研究は少なく、とくに東京の調査はあま
りされてこなかった。社会的ネットワークの質問
項目があり、もっとも新しいものとして本研究で
は、 20歳以上70歳未満の東京都民を母集団とする
2000年9月に実施した東京版総合社会調査から得
たデータを使用する(注(2))。標本抽出にあたっ
て東京54区市町村を分析単位として、人口学的・
社会経済的特性を示す7つの指標に基づいた因子
生態学的分析をおこない、 5つの地域類型を析出
した。これより確率比例によって調査対象地であ
る港区、大田区、世田谷区、清瀬市、あきる野市
を選び、各地点の選挙人名簿から系樹由出法によっ
て600名ず、つ3，000人を抽出した。調査は郵送調査
法によっておこない、 987名から回答を得た。な
お、回収率は32.9%である。
2)変数
(1) 親族の地理的分布
本研究は地理的な分布を把握できるように、距
離別に親しい親族の人数を回答してもらった。
「近距離親族」は、本調査の質問文、「あなたが日
頃から何かと頼りにし、親しくしている別居の家
族・親戚の方(両親・子供を含む)は、伺人くら
いでしょうか。お住まいの場所別(自動車、電車、
パスなどの交通機関を利用するか、徒歩のみにか
かわらず、通常の交通手段による所要時間別)に
ご記入ください。Jに、 130分未満jと答えたもの
の人数である。「中距離親族」は 130分から 2時
間以内J、「遠距離親族」は 12時間以上」を答え
たのものの人数である。「親族総数」はこれら 3
カテゴリーを合わせた人数である。なお、本研究
で用いる親族数は人数に 1を加えて10を底とする
対数に変換した値を用いた。
(2) 両親居住地と配偶者両親居住地
両親(父または母)の居住地も地理的な分布を
把握できるように、「同居している(同じ住居内
の別世帯を含む)J1同じ市区町村内(同じ敷地内
の別棟を含む)J1東京都内・都下(同じ市区町村
内を除く)J1埼玉・千葉・神奈川県内J1栃木・
茨城・群馬・山梨県内J1その他(外国を含む)J
「両親とも他界」を尋ねた。なお、分析上の変数
名としては「同居J1区市町村J13県内J1首都
圏内J1その他」とした。
配偶者両親(義理の父または母)の居住地も同
様に、「同居している(同じ住居内の別世帯を含
む)J1同じ市区町村内(同じ敷地内の別棟を含む)J
「東京都内・都下(同じ市区町村内を除く )J1埼
玉・千葉・神奈川県内J1栃木・茨城・群馬・山
梨県内J1その他(外国を含む)J1配偶者の両親
はいないJ1配偶者はいない」を尋ねた。分析上
の変数名は上記と同様である。
(3) 子供居住地・きょうだい居住地
子供ときょうだいの居住地は場所別に人数を尋
ねた。「同居している(同じ住居内の別世帯を含
む)J1同じ市区町村内(同じ敷地内の別棟を含む)J
「東京都内・都下(同じ市区町村内を除く )J1埼
玉・千葉・神奈川県内J1栃木・茨城・群馬・山
梨県内J1その他(外国を含む)Jである。分析上
の変数名は両親・配偶者両親居住地と同様である。
なお、「最近接子居住地」を子供居住地から再
コード化し使用する。カテゴリーは「子供なし」
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「同居Jr同一市区内Jr都内Jr 3県内」である。
さらに、同一市区内にきょうだいが「いる」か
「いないJかを、「市区内きょうだい」として再コー
ド化し使用する。
(4) 出身地と前住地
出身地は回答者の中学卒業時に住んでいた市区
町村を尋ねた。「現住所Jr現在の住所と同じ市区
町村Jr東京都内・都下(同じ市区町村を除く)J
「埼玉・千葉・神奈川県内Jr栃木・茨城・群馬・
山梨県Jrその他」である。前住地も同様のカテ
ゴリーである。
分析では出身地を再コード化し、「同一市区出
身Jrその他」の 2カテゴリーからなる変数を使
用した。
(5) 経済的地位
経済的地位の指標として、世帯年収を尋ねた。
r300万円未満Jr300-500万円未満Jr500-700万
円未満Jr700-900万円未満Jr900-1100万円未
満Jr1100-1300万円未満Jf1300-1500万円未満」
r1500万円以上」というカテゴリーである。
分析では以上の8カテゴリーを再コード化し、
r500万円未満Jr500-900万円未満Jr900万円~
1300万円未満Jr1300万円以上」の 4カテゴリー
を使用した。
(6) 居住地域
サンプリング地点である「港区Jr大田区Jr世
田谷区Jr清瀬市Jrあきる野市」である。
(7) 居住形態
居住形態として、「持ち家一戸建てJr分譲マン
ションJr民間一戸建て借家Jr民間賃貸マンショ
ンJr公営賃貸住宅(都営・市営・区営住宅)Jr公
団・公社賃貸住宅Jr民間賃貸アパートJr社宅・
官舎・寮Jrその他」のうちのどれかを尋ねた。
分析では以上の9カテゴリーを、「持ち家Jrそ
の他」と再コード化して使用した。
3)分析方法
居住地域による距離別および総親族数の平均の
差、そして世帯収入ごとの居住地域における近距
離親族数の平均の差は一元配置の分散分析におけ
るF検定を使用する。居住地域と各親族との差、
そして居住地域における居住形態の差はクロス表
におけるx2検定を用いる。男女別に分けた多重
分類分析で居住地域における親族数の地理的分布
が、経済的地位によって説明できるかどうかを検
討する。分析に投入するのは両親居住地、配偶者
両親居住地、最近接子居住地、市区内きょうだい、
地元出身、世帯収入である。
3.親族の地理的分布
1)居住地と親族の地理的分布
ここではまず、各居住地域を構成する人びとの
もつ親しい親族の地理的な分布を確認していくこ
とにする。そしてとくに、数が把握できる親族の
カテゴリーとして、別居の親・きょうだい・子ど
もがそれぞれ、回答者の住むところからどの位置
にあるのかを示していく。まず居住地域別の親族
全体の地理的分布および親族総数に違いがあるの
かを確認する。表1は各居住地域における親族数
の平均の差が、近距離親族にのみあることを示し
ている。
表1 居住地織における距離別および総親族数
親族総数 近距際親族数中距厳親族数遠距離親族数
港区 2.95 0.37 
大田区 3.11 0.77 
世田谷区 2.96 0.52 
清瀬市 2.92 0.51 
あきる野市 3.53 1.07 
有意差 n.s. **本
値は真数に戻し 1を引いた平均値
本**;p (.001 
1.34 0.63 
1.23 0.56 
1.23 0.72 
1.14 0.70 
1.17 0.56 
n.s. n.s. 
あきる野市と大田区は近距離に親族が集中して
いることがわかる。その後の検定では、あきる野
市がその他の居住地すべてに対して近距離親族が
多く、大田区はあきる野市をのぞいた他の3つの
居住地よりも近距離親族が多いという結果になっ
た。では次に、親族の地理的な分布を順にみてい
一'」つ。
2)両親居住地の地理的分布
表2、表3は、居住地域ごとの本人の両親と配
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表2 本人両親の地理的分布(%)
同居 同一区市内 都内 3県内 首都圏内 その他 他界 N 
港区 17.5 4.0 15.8 5.1 2.8 19.8 35.0 177 
大田区 18.7 8.2 8.8 8.2 2.2 20.3 33.5 182 
世田谷区 20.3 5.6 13.6 6.2 4.0 23.2 27.1 177 
清瀬市 19.1 8.6 7.2 11.5 2.4 14.4 36.8 209 
あきる野市 24.6 9.8 12.9 3.6 0.9 9.4 38.8 224 
p (.01 V=.116 
表3 配偶者両親の地理的分布(%)
同居 同一区市内 都内 3県内首都圏内その他 配偶者両親なし 配偶者なし N 
港区 5.1 5.1 9.6 6.8 
大田区 9.4 7.7 5.0 8.8 
世田谷区 6.3 4.0 9.1 8.6 
清瀬市 5.9 3.4 5.9 8.8 
あきる野市 13.8 6.9 9.2 5.5 
p (.05 V=.111 
偶者の両親の地理的分布をあらわしている。本人
両親では、あきる野市は同居が多く、同一市区内
にも多いことがわかる。大田区は同一市区内の両
親は清瀬市よりも少ない。大田区に目立つた特長
はない。
配偶者両親居住地はあきる野市で同居が多い。
大田区は同一市区内に多くなっている。
3)子ども居住地の地理的分布
表4は居住地域と最近接子居住地のクロス表で
ある。統計的な有意差はない。
表4 居住地減と最近接子居住地のクロス表(%)
同居同一区市内都内 3県内 N 
港区 75.7 2.7 18.0 3.6 11 
大田区 80.5 4.4 11.5 3.5 113 
世田谷区 76.6 4.0 15.3 4.0 124 
清瀬市 79.0 5.7 7.6 7.6 157 
あきる野市 76.2 5.9 15.1 2.7 185 
n.s. 
4)きょうだい居住地の地理的分布
では、きょうだいではどうだろうか。表5は同
一市区内にきょうだいがいるのかいないのかとい
2.3 
0.6 
3.4 
1.0 
2.3 
17.5 24.9 28.8 177 
14.9 27.1 26.5 181 
14.9 26.3 27.4 175 
20.5 28.8 25.9 205 
10.6 34.4 17.4 218 
うことから、居住地域の差をみてみた。やはりあ
きる野市で居住地域の近くにきょうだいがいるこ
とがわかるが、ここでも大田区は目立って多いと
いうわけではない。
表5 居住地域&市区内きょうだいのクロス表(%)
あり なし N 
港区 6.2 93.8 178 
大田区 13.0 87.0 177 
世田谷区 10.2 89.8 176 
清瀬市 9.8 ω.2 215 
あきる野市 28.1 71.9 228 
p <.01 V = .231
4.居住移動と親族
1)狭い範囲での居住移動
親族は居住移動との関係であきらかにされてき
ている。出身地には親族が多いことは、多くの研
究で示唆されてきているかなり一般性の高いもの
である。では、本調査でも同じような知見がえら
れるのだろうか。ここでは居住地域別に居住移動
の違いがあるのかを確認していく。そして居住移
2002 
2)出身地と親族の地理的分布
図1の居住移動のパターンをうけて、地元市区
出身者が近距離に親族が多いのかどうかを検討し
てみる。表6は居住地域ごとに地元市区出身者と
流入者にわけで、それぞれに近距離親族とそれよ
り遠いところに住む親族数の平均の差を検定した
ものである。やはり、地元市区出身者はどの居住
地域に住んでいても、近距離に親族が多いことが
確認できる。逆に、大田、清瀬、あきる野市の地
元市区出身者の、近距離以外の親族数は、流入者
にくらべて少ない。
以上の分析にもとづく結果から、あきる野市に
おいて近距離に親族が多い理由が、両紙子ども、
きょうだいの地理的な分布をとおして理解できそ
うである。そして、大田区はあきる野市とともに、
狭い地域で居住移動しているものが多いことが確
認できた。そして、地元市区出身者は、どこに住
近距離親族数の規定要因
第79号
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動と親族の地理的な分布をみていくことにする。
野沢(1995)、松本(1995)の「朝震・山形調
査」では、山形市が人口の流動性の低い、地方都
市の典型例としてサンプリング地点に選ばれ、調
査の結果の解釈も、親族ネットワークに囲まれて
いることが前提となっていた。では、人口の流動
性が高いだろう東京においても、親族ネットワー
クに固まれる要因として考えられる流動性の低さ
は見出せるのだろうか。図1は出身地から前住地、
そして現在の居住地域にいたる居住移動の流れで
ある。
あきる野市と大田区は、一貫した地元層が多い
ということがわかる。あきる野市と大田区は近距
離に親族が多い居住地区である。あきらかに近く
に両親やきょうだい、子どもが多いあきる野市に
くらべ、大田区は以上の点で目立つた特徴はなかっ
たが、この結果からは狭い範囲で移動するもの、
もしくはおなじところに居住するものが多いこと
が見出せた。
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あきる野市清瀬市世田谷区大岡区港区
前住地出身地前住地出身地前住地出身地前住地出身地前住地出身地
現住所ー ーー ーー 現住所??? ??……?????、? ー 、???
市区内圃圃圃圃圃圃市区内
都内都内
3県内3県内
首都掴首都圏首都圏首都圏
現住所一山一一“一現住所現住所ー ーー ーー 現住所現住所一山一一現住所
都内
市区内
首都圏
3県内
首都圏
3県内
/都内
/ 3県内
首都圏 F
都内
3県内
首都圏
市区内
都内
???…??????
3県内
居住移動の主要な動き (10人以下の動きは省略)
・・・・・・・;ぬ人台の動き
園圃圃圃圃圃圃 ;30人台の動き
ーーーーーー唱 ;20人台の動き
-"“一一一;10人台の動き
居住地域ごとの、出身地から前住地への居住移動図1
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表6 居住地域・出身地と親族の地理的分布
30分以肉親族数 30分以上親族数
港区
地元市区出身 0.60 1.94 
その他出身 0.30 2.37 
有意差 * n.s. 
大田区
地元市区出身 1.13 1.50 
その他出身 0.61 2.41 
有意差 * 
世田谷区
地元市区出身 1.34 2.18 
その他出身 0.34 2.24 
有意差 ホ** n.s. 
清瀬市
地元市区出身 0.88 1.20 
その他出身 0.42 2.39 
有意差 ** ** 
あきる野市
地元市区出身 1.85 1.15 
その他出身 0.66 2.55 
有意差 *** *本*
値は真数に戻し 1を引いた平均値
キキ*;p <.01 * *;p <.01 ホ;p <.05 
もうとも近隣に親族が多いことも確認できた。大
田区とあきる野市に地元市区出身者が多いことが、
近距離に親族が多いことと関係していそうである。
しかし、以上の結果からはなぜ、近距離移動者が
近隣に親族が多いのかという説明は、まだなされ
ているわけではない。
では、この狭い地域での居住移動は、構造的な
機会/制約のもとでなされているのではないかと
いうことを、以下で検討することにする。以上の、
近隣にいる親族、居住移動の変数、そしてこれら
生態学的な機会/制約を規定しているであろう、
構造的な機会/制約として、ここでは世帯年収を
独立変数として多重分類分析をおこない、経済的
な機会/制約のもとで近隣に親族が多いことを説
明できるかどうか検討する。これは仮説2であげ
た、「地元出身者のなかでも経済的な制約が多い
ものは近くに親族が多い」ことを検討することに
なる。あきらかに近距離の親族数に関係があるだ
ろう、近くに住んでいる別居の両親などの親族数
と、さらに居住移動の項目として地元市区出身か
否かということにくわえて、それでもなお、経済
的な機会/制約が効果をもつのかをみてみること
にする。この分析の目的は、以上の変数が、居住
地の効果をどれだけ説明するのか、つまり、大田
区とあきる野市に住んでいることが近距離の親族
を増やすのか、あるいは、構造的な機会/制約の
もとにあるひとが大田区とあきる野市に多いのか
を検討することにある。
表7と表8は、多重分類分析をおこない、それ
ぞれの影響を統計的にコントロールした結果であ
る。配偶者居住地を解釈しやすくするため、男女
別に分析した。まずはどの親族が近くに住んでい
ることが、近距離親族数を増やす要因になってい
るのかをみてみる。男性の分析結果からは、両親
居住地は近距離親族数に効果をもたず、配偶者両
親居住地に有意な効果が認められる。女性のほう
をみてみると、やはり、本人両親居住地が効果を
もっていることがわかる。有配偶の女性で近くに
自分の両親が住んでいることが近距離親族を多く
もつことの要因である。両親の居住地では、女性
の両親居住地が近いことが効果をもっということ
である。最近接子居住地も男女両方ともに効果を
もった。子供が同一市区内にいることは、やはり、
近距離親族を増やす要因である。そして同一市区
内にきょうだいがいることも同様である。
次に、居住移動の項目はどうだろうか。地元市
区出身であることは男性にのみ有意であった。出
身地の近くには親族が多く住むということは本調
査でも両親居住地、配偶者両親居住地、最近接子
地居住地、市区内きょうだい、世帯収入、居住地
域を相互に調整すると、男性にのみ確認されたこ
とになる。そして社会経済的地位である世帯収入
は女性にのみ有意になった。女性にのみ、一番多
いカテゴリーのものに近距離親族が多いという結
果になった。そして注目したいのは、両親居住
地、配偶者両親居住地、最近接子地居住地、市区
内きょうだい、地元出身、居住地域を相互に調整
すると、世帯収入のうち、中間のふたつのカテゴ
リー (500万円-900万円と900万円-1300万円)
よりも世帯収入の一番少ないカテゴリーのほうが、
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表7 近距離親族数の多重分類分析(男性)
独立変数 N 調整別予測平均 相関比 調整後予測平均 偏相関係数
両親居住地
同居 92 0.244 0.203 
同一市区内 28 0.413 0.302 
都内 35 0.148 0.158 
3県内 27 0.214 0.238 
首都圏内 14 0.227 0.302 
その他 62 0.080 0.132 
他界 134 0.193 0.205 
0.273 n.s. 
配偶者両親居住地
同居 26 0.207 0.209 
同一市区内 21 0.493 0.428 
都内 35 0.281 0.263 
3県内 34 0.189 0.148 
首都圏内 8 0.188 0.176 
その他 70 0.141 0.170 
配偶者両親なし 97 0.202 0.2∞ 
配偶者なし 101 0.158 0.174 
0.272 0.210・
最近接子居住地
子供なし 135 0.162 0.1剖
同居 198 0.222 0.2倒
同一市区内 12 0.404 0.411 
都内 32 0.128 0.163 
3県内 15 0.279 0.273 
0.178 0.147・
区市内きょうだい
あり 49 0.486 0.377 
なし 343 0.161 0.176 
0.370 0.228・
地7c出身
同一市区出身 131 0.321 0.275 
その他出身 261 0.141 0.1臼
0.291 0.179・
世帯収入
5∞万円未満 108 0.1卯 0.2ω 
5即-900万円 134 0.201 0.191 
9∞-1，3ω万円 86 0.214 0.181 
1，3∞万円以上 臼 0.188 0.238 
0.028 n.s. 
居住地域
港区 88 0.112 0.144 
大田区 74 0.253 0.244 
世田谷区 74 0.177 0.196 
清瀬市 76 0.162 0.184 
あきる野市 80 0.312 0.247 
0.248 n.s. 
重相関係数 0.534・
-・;p <.001 ・;p <.01 ・;p <.05 
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表8 近距離親族数の多重分類分析(女性)
独立変数 N 調整則予測平均 相関比 調整後予測平均 偏相関係数
両親居住地
同居 85 0.253 0.231 
同一市区内 37 0.562 0.354 
都内 72 0.255 0.284 
3県内 M 0.146 0.207 
首都圏内 8 o.ω。 0.016 
その他 91 0.133 0.1槌
他界 151 0.220 0.221 
0.357 0.172' 
配偶者両親居住地
同居 回 0.229 0.213 
同一市区内 26 0.394 0.360 
都内 35 0.276 0.257 
3県内 33 0.353 0.310 
首都圏内 9 0.153 0.256 
その他 68 0.154 0.210 
配偶者両親なし 150 0.230 0.231 
配偶者なし 107 0.201 0.1叩
0.201 n.s. 
最近接子居住地
子供なし 130 0.233 0.258 
同居 277 0.228 0.212 
同一市区内 17 0.457 0.414 
都内 43 0.211 0.240 
3県内 1 0.055 0.129 
0.1前 0.140・
区市内きょうだい
あり 69 0.521 0.409 
なし 4ω 0.183 0.202 
0.389 0.238・
地冗出身
同一市区出身 133 o.お3 0.283 
その他出身 345 0.174 0.213 
0.307 n.s. 
世帯収入
5∞万円未満 155 0.240 0.237 
5∞-900万円 143 0.196 0.2ω 
9∞-1，3∞万円 91 0.187 0.188 
1，3∞万円以上 89 0.322 0.320 
0.157 0.150・
居住地域
港区 78 0.157 0.168 
大田区 85 0.268 0.262 
世田谷区 90 0.192 0.2ω 
清瀬市 1ω 0.200 0.230 
あきる野市 116 0.317 0.281 
0.191 n.s. 
重相関係数 0.522・*
H ・;p (.01 "; p <.01・;p(.05 
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値が大きい。つまり、収入が多い層と少ない層が、
近距離の親族を多くもつのである。
最後に、居住地域の特性であるが、男女とも有
意ではなくなった。以上の変数によって、居住地
域による近距離親族数の違いは説明されたという
ことになる。
6.経済的地位・居住形態と近距離親族数
以上の分析では居住地域の特性が説明されたこ
とになる。ではなぜ、最初の分析(表1)であき
る野市と大田区において、近距青鶴見族が多いのか。
多重分類分析で明らかになった近距離親族を増や
す要因である、世帯収入が一番少ないカテゴリー
と一番多いカテゴリーを取り出し、居住地域ごと
に近距離親族数の平均の差を検定したものが表9
である。どちらのカテゴリーとも有意になり、世
帯収入が少ないカテゴリーではあきる野市と大田
区が、世帯収入が多いカテゴリーでは大田区が、
それぞれ近距離親族が多い。
経済的に余裕があれば、居住地を選択すること
の困難は少ないだろう。しかし、経済的に低いカ
テゴリーのものが、特に都心において居住地を選
択する場合、困難が生じるだろうと思われる。そ
こで、世帯収入が500万円未満のものだけを取り
出し、表7・表8の分析に居住形態をくわえたも
のが表10である。世帯収入の代わりに分析に投入
した持ち家であるか否かという居住形態の変数は、
他の変数を統計的に調整しでも、持ち家であるこ
とは統計的に有意である。つまり、世帯収入が
500万円未満のもののうち、持ち家であることが
表9 世帯収入別、居住地域における近距離親族数
世帯収入 5ω万円未満
港区 0.26 
大田区 0.86 
世田谷区 0.51 
清瀬市 0.41 
あきる野市 1.38 
有意差 *本車
値は真数に戻し 1を引いた平均値
キ**; p <.001 本;p <.05 
1，3∞万円以上
0.51 
1.81 
0.68 
1.06 
0.94 
近距離親族を多く持つ要因のひとつである。最初
の疑問に戻れば、世帯収入が低いカテゴリーにお
いて、あきる野市と大田区において持ち家一戸建
てに住むものが、他の居住地域よりも多かったこ
とになる。あきる野市は持ち家が多いことは自明
であるが、都心部の大田区において世帯収入が少
なくとも、持ち家に住むことによって近距離に親
族が多いことがあきらかになった。
7.考察
最初の居住地域ごとに近距離の親族の数をみた
分析で差があったのは、あきる野市と大田区であっ
た。その後の、親・きょうだい・子どもの居住地
を分析した結果、あきる野市では親・きょうだ
い・子どもが近くに住んでいるものが多いことが
わかったが、大田区にはあきる野市のようなあき
らかな結果がでなかった。一方、出身地には親族
が多いという仮説1からの分析の結果、大田区は
あきる野市と同様に、地元出身者ならびに居住移
動を狭い範囲でしているものが多いことがあきら
かになった。
近距離の親族をもつものは、男性にとっては、
配偶者の両親が近くに住むこと、同じく女性にとっ
ては自分の両親が近くに住むことが多くあげられ
ていることになる。基本的に両親は居住移動をし
ないことを考えると、女性は地理的に狭い範囲で
婚姻していることが指摘できる。この点は、都市
度があきらかに違う、あきる野市と大田区で同じ
説明をすることになってしまう。これでは地域的
な文脈を無視している可能性がある。この場合は、
あきる野市では婚姻圏が形成されていたと考える
のが妥当だろう。もちろんこのような通婚圏とい
う規範は、世代が重なれば重なるほど、弱まって
いくものである(増田， 1966)。あきる野市は秋
川市と五日市町との合併によって形成された市で
ある。合併される前から、両市町を結ぶ五日市街
道より、五日市町から秋川市へとひとの流れがあっ
たということが指摘できる(注(3))。五日市町か
ら秋川市へとひとの流入があり、もと住んでいた
五日市町から婚姻相手を要るという通婚圏が形成
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表10 近距離親族数の多重分類分析表(年収500万円未満)
独立変数 N 調整削予測平均 相関比 調整後予測平均 偏相関係数
両親居住地
同居 35 0.248 0.206 
同一市区内 17 0.492 0.286 
都内 33 0.235 0.249 
3県内 15 0.120 0.186 
首都圏内 1 0.114 0.197 
その他 37 0.152 0.218 
他界 112 0.222 0.224 
0.278 n.8. 
配偶者両親居住地
同居 23 0.172 0.198 
同一市区内 10 0.458 0.3回
都内 14 0.418 0.377 
3県内 12 0.271 0.216 
首都圏内 2 0.151 0.252 
その他 24 0.178 0.234 
配偶者両親なし 97 0.249 0.226 
配偶者なし 78 0.154 0.1回
0.273 n.8. 
最近接子居住地
子供なし 91 0.191 0.261 
同居 113 0.248 0.194 
同一市区内 14 0.380 0.364 
都内 32 0.176 0.165 
3県内 10 0.198 0.235 
0.161 n.8. 
区市内きょうだい
あり 37 0.513 0.409 
なし 223 0.177 0.194 
0.401 0.238・e・
地元出身
同一市区出身 出 0.401 0.302 
その他出身 197 0.168 0.2∞ 
0.340 0.149' 
居住形態
持ち家 129 0.295 0.272 
その他 131 0.155 0.178 
0.240 0.150・
居住地域
港区 34 0.099 0.141 
大田区 53 0.261 0.234 
世田谷区 47 0.187 0.233 
清瀬市 67 0.152 0.185 
あきる野市 59 0.376 0.303 
0.326 n.8. 
重相関係数 0.563・.
日傘;p <.01 "; p <.01 ・;p <.05 
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されており、狭い範囲での女性の居住移動があっ
たことが説明できる。
大田区ではこのようなひとの移動は考えにくい。
大田区では経済的な条件が近距離の親族とのかか
わりを多くしていると考えるのが妥当だろう。仮
説2にもとづき、ネットワークの選択を経済的な
機会/制約のもとでの帰結であるとして、統計的
なコントロールをした結果、女性にのみ経済的な
変数が有意になった。女性にのみ、経済的に一番
高いカテゴリーと一番低いカテゴリーのものが近
距離の親族を多くする結果になっている。高いカ
テゴリーについては、松本(1995)の東京調査で
の文京区の例を考え合わせると、東京の地元層で、
経済的に高い地位のものに特有の生活様式がうか
びあがる。経済的な制約が少ないと、地価の高い
大都市の居住地区でも親元からそう遠くないとこ
ろに居をかまえることができるので、近距離に別
居の親族が多いことの説明がつく。低いカテゴリー
については、経済的な条件から生活上の問題を相
互に扶助する源泉として、近くに親族がいるとい
う環境へ身をおくことは有利なことである。この
場合経済的な制約が、近距離の親族が多いことを
説明していることになる。
しかし、生活上の問題を相互に扶助する源泉と
して親族が近くにいる環境に居住することが有利
であっても、経済的な制約が多いと自由に居住地
を選択することが困難であろう。では、経済的な
制約が多いものがなぜ、近距離に親族が多いのだ
ろうか。男女を別にした分析ではないが、世帯収
入が低いカテゴリーのもので、居住形態が持ち家
であることは近距離に親族を多くもつことの要因
であった。家をもつものは、基本的に地理的移動
をしないだろうし、それによって地域に親族を蓄
積しやすくなるだろうと思われる。経済的に制約
が多くとも居住地選択という点で、家を所有する
ものの多いことが、大田区に近距離親族が多い理
由である。
以上の、両親居住地、配偶者両親居住地、最近
接子居住地、市区内きょうだい、地元出身、世帯
収入の各変数を相互に調整すると、男女とも、居
住地域の効果は消えた。以上の変数が居住地域の
効果と思われていたものを説明したことになる。
あきる野市や大田区に住むことが、近距離の親族
をほかの居住地域よりも多くしているのではなく、
女性のほうの親が近くにいること、子どもときょ
うだいが近くにいること、男性においては地元出
身者であること、女性においては経済的に制約が
少ないこと、あるいは多いことという条件をもつ
ものが、あきる野市と大田区に多く住んでいたこ
とになる。確認すると、仮説1について、地元出
身者が近くに親族が多いのは、男性にあてはまり、
仮説2の経済的に制約が多いものが近くに親族を
多くもつことも確認できたがむしろ、経済的な制
約が少ないもののほうが近くに親族をもつことが、
女性にのみ確認された。経済的な制約が少ないも
のと多いものの両極に、大都市の居住地域でも近
隣に親族が多いということがあきらかとなった。
経済的な制約が少ないものは近くに別居の親族が
暮らしていることが多く、親族との交流は都市に
おいても消えず、また、経済的な制約が多いもの
もやはり近くに別居の親族が暮らしていることが
多く、おなじく親族との交流は都市においても消
えないのである。
最後に、本研究の限界として、ネットワーク分
析の利点である、近隣関係や友人関係など、他の
カテゴリーのネットワークを包括的にあつかって
いないことがあげられる。とくに本研究の知見で
ある経済的な制約の少ないものと多いものが近隣
に親族関係をもっということに関連して、これら
の近隣関係を、すでに松本 (1995)が東京の調査
からの結果としてあげていることを考えると、さ
らに東京における居住地区のなかでの地域的なネッ
トワークを掘り起こせるのかもしれない。そして、
本研究から予想される地域的な親族ネットワーク
が、経済的な制約が少ないものと多いものという
両極のカテゴリーにおいて、同じようにみえるネッ
トワークの内容についてはまったく違うことが予
想される。この点についてもさらなる研究が必要
だろう。
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注
1)ただし、親族のうち、減少するのは拡大親族であ
るとする。
2)調査設計の詳細については松本・原田 (2001)を
参照。
3)あきる野市職員へのインタビューを参考にした。
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This paper aims to examine the difference of geographical distribution of kin by 
residential area in Tokyo found in the TGSS data. Previous study showed that most 
of one's relatives live in his/her birthplace: the geographical distribution of one's 
kin is strongly associated with his/her migration career. Therefore， the difference of 
geographical distribution of kin by residential area means that people differ in their 
migration career from area to area. 
Two types of opportunities and constraints affect people's choice of social 
relations. One is a set of structural opportunities and constraints such as socio-
economic status and marital status， which also affect one's residential migration. 
The other is ecological opportunity and constraint， the effect of place on social 
relations one selects. This study examines whether structural opportunities and 
constraints can explain geographical distribution of kin. Finally， we consider 
remammg part that can't account by structural opportunities and constraints as 
ecological opportunity and constraint. 
Hypothesis 1. Native has more kin in the neighborhood than immigrant. 
Hypothesis 2. People who have many economic restrictions have more kin in the 
neighborhood than people who have a few economic restrictions. 
Conclusion 
Hypothesis 1 issupported only for men. Hypothesis 2， though we can confirm 
that women who have many economic restrictions have many kin in the neighborhood， 
those who have a few economic restrictions have many kin in the neighborhood 
rather than those who have many economic restrictions. It is revealed that top and 
bottom of economic status category had many kin in the neighborhood under 
metropolitan residential area condition. People who have a few economic restrictions 
have a lot of one's estranged kin under metropolitan residential area; people have 
many economic restrictions， too. It is not disappear that people interact with one's 
kin under metropolitan condition. Structural opportunities and constraints largely 
explained the difference by residential area. In this study， ecological opportunity 
and constraint， caused by residential area effects prove ineffective. 
